様式第１号（第４条関係）

補助金等交付申請書（創業助成金）
　　年　　月　　日
白老町長　様

申請者　住　　所　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　㊞

（名称・代表者名）
　　　
補助事業等の名称　　空き店舗等活用･創業支援事業　
　上記の事業に関し、補助金等の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。
記
１　補助事業等の目的及びその概要（該当する項目に☑を入れてください。）
　　出店業種〔　　　　　　　　　　　　〕
　　出店予定地域〔　　　　　　　　　　　　〕
　　開業予定時期〔　　　　　　　　　　　　〕
２　補助対象経費及び補助金等交付申請額（別紙「経費明細書」の金額を記入してください。）
	補助対象経費
	補助金等交付申請額

	円
	円


３　補助事業等の着手及び完了の予定期日（別紙「事業スケジュール」の日付を記入してください。）
着手　　　　　年　　月　　日
完了　　　　　年　　月　　日
４　添付書類（該当する項目に☑を入れてください。）
□ 事業計画書 (様式第２号)
□ 対象経費の根拠となる見積書（見積金額が10万円以上の場合は２者以上の見積書）
□ 空き店舗等の物件の図面（間取り図等）、写真（外観・内観とも）

□ その他参考となる資料（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　）
	商工会経営

指導員確認

	印


様式第２号（第４条関係）
　　　 事　業　計　画　書
（１）申請者について（選択項目は、該当するものにチェック☑してください)
　　【申請区分】□個人申請　　□法人申請
	ふりがな
氏名
（法人名称、代表者の職・氏名）
	
	生年月日
(法人設立年月日)
	□昭和、□平成、□令和
  　 　年 　 月 　 日

	住　所

連絡先
	①（個人住所・法人申請の場合：本店所在地）
〒　　　－　　


	現在の

職業

(個人申請の方のみ記入)
	□1. 会社役員
□2. 個人事業主
□3. 会社員
□4. 専業主婦・主夫
□5. ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ
□6. 学生
□7. その他（　　　　　　　）

	
	②（法人申請の場合：連絡担当者の住所　※上記①と同一の場合は不要）
〒　　　－　　


	
	

	
	電話番号
	
	
	

	
	F A X
	
	
	

	
	E-mail
	
	
	

	家族構成

(個人申請の方のみ記入)　
	□単身、　□配偶者、　□子　   人、　□その他　   人
（申請者との続柄　　　　　　　　）

	事業経営

経歴
	□ これまで事業を経営したことはない。

□ 事業を経営したことがあるが、すでにやめている。
┗ 経営したことのある事業内容及びやめた時期・理由
〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕
□ 現在、事業を経営している。
┗ 事業形態

〔 □個人事業、　□会社、　□企業組合・協業組合、　□特定非営利法人 〕
┗ 事業内容

〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

	職歴・沿革
※個人申請：職歴を記載※法人申請：沿革を記載　
	　 年　　 月
	

	
	　 年　　 月
	

	
	　 年　　 月
	

	
	　 年　　 月
	

	
	　 年　　 月
	


※申請者が法人等の場合は、役員又は構成員の名簿、定款・規約、前年度の決算書類及び事業内容が確認できる書類を添付してください。
（２）事業内容について（選択項目は、該当するものにチェック☑してください)
	事業区分
	□（１）店舗を新築する場合（建物の完成から１年以内の物件を含む）

□ 賃貸物件において創業（出店）を行う。

□ 自己所有の物件において創業（出店）を行う。

□（２）空き店舗等を改修する場合
□ 賃貸物件（空き店舗等）において創業（出店）を行う。

□ 自己所有の物件において創業（出店）を行う。

	出店(開店)予定日
	　　　　 年　　 月　　 日
	出店予定地（住所）
	

	出店業種
	
	事業形態
	□1.個人事業　
□2.会社設立（種別　　　　　）
□3.組合設立（種別　　　　　）
□4.特定非営利活動法人設立

	開業時の

予定従業員数
	代表者･役員　   人

従業員　   人

（従業員のうちパート・アルバイト　　 人）
	
	

	事業に要する許可･免許等
	必要な許認可･免許等の名称と取得予定時期

	
	

	業態/

事業内容
	取扱商品・サービスの内容、セールスポイント、想定顧客層、どのような店舗を創業（出店）するか等、具体的に記載してください（別紙でも可）。

	
	


助成事業の実施計画（スケジュール等）

  助成事業期間における事業スケジュールを記載してください。
	事業着手日　　　　　年　　月　　日から
完了予定日　　　　　年　　月　　日まで
	※1 事業着手日は、各種契約日、工事の着手予定日など、最も早い日付を記入してください。

※2 完了予定日は、対象経費の最終支払日、開業予定日など、余裕をもった期間としてください。ただし、申請日の属する年度末（3月31日）までに事業を完了してください。

	実施時期

（いつ）
	事業項目

（何を）
	内　　容

（どのように実施するか）

	　年　 月
	
	

	　年　 月
	
	

	　年　 月
	
	

	　年　 月
	
	


※欄が不足する場合は別紙でも結構です。
（３）経費明細書（予算書）

助成事業期間内における経費の内訳を記載してください。※欄が不足する場合は別紙でも結構です。
	費　　目
	金額（円）
	内訳・積算基礎

	助成対象経費
	建設費
	
	

	
	改修費
	
	


	
	備品購入費
	
	

	
	委託費
	
	

	
	広告宣伝費
	
	

	
	小　計
	
	→ うち助成金の交付申請額　 　　　　　　　　円

（注）左記金額の2/3以内
(1) 店舗を新築する場合:上限150万円 ※円未満の端数は切捨
(2) 空き店舗等を改修する場合:上限100万円 ※円未満の端数は切捨



	助成対象外経費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	小　計
	
	

	合　　計
	
	


　※事業を実施する上で、必要となる経費（助成対象、助成対象外を問わず）を記入願います。
上記の経費に対する資金の調達方法を記載してください。
	資金調達の方法
	金額（円）

	自己資金
	

	金融機関からの借入金  金融機関名:　　　　　　　　　　　
□既に調達済み、□助成事業の着手までに調達、□助成事業の期間中に調達
	

	その他（町以外の他団体助成金など）
内訳：
	

	合　　計　※上表の経費の合計額と同額になること
	


※金融機関から借入の予定があり、当該借入に係る金融機関の審査が完了している場合は、商工会による書類の確認を省略可。この場合、金融機関の審査書類（事業計画書等）を添付願います。
（４）創業（出店）後の事業展開、売上高等の計画
※１年目の計画は、出店（開店）予定月から出店（開店）予定月の属する年度末までの計画として記載願います。
	
	１年目

（   年　月～　 年３月期）
	２年目

（   年４月～　 年３月期）
	３年目

（   年４月～　 年３月期）

	事業計画

（具体的な営業形態、集客方法、その他事業の継続・発展に向けた取り組み等）
	
	
	

	(a)売上高
	千円

積算根拠：
	千円

積算根拠：
	千円

積算根拠：

	(b)売上原価
	千円

積算根拠：
	千円

積算根拠：
	千円

積算根拠：

	(c)=(a)-(b)売上総利益
	千円
	千円
	千円

	(d)販売管理費
（地代家賃、人件費、光熱水費、外注費等）
	千円

積算根拠：
	千円

積算根拠：
	千円

積算根拠：

	(f)=(C)-(d)営業利益
	千円
	千円
	千円

	従業員数
	代表者･役員　   人

従業員　   人

（従業員のうちパート・アルバイト　　 人）
	代表者･役員　   人

従業員　   人

（従業員のうちパート・アルバイト　　 人）
	代表者･役員　   人

従業員　   人

（従業員のうちパート・アルバイト　　 人）


※欄が不足する場合は別紙でも結構です。積算根拠は具体的に記載願います。

様式第３号（第６条関係）

補助事業等実績報告書（創業助成金）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　

白老町長　様

申請者　住　　所　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　㊞

（名称・代表者名）　　　　　　　　

補助事業等の名称　　空き店舗等活用・創業支援事業　　　
　　　　　年　　月　　日付け白老町指令　 第　　号で補助金等の交付の決定を受けた上記の補助事業等が完了したので、関係書類を添えて報告します。

記

１　補助金等の額（「精算額」は別紙「経費明細書(決算書)」の交付申請額を記入してください。）
	交付決定額

円
	精算額

円


２　補助事業等の着手及び完了年月日（別紙「事業報告書」の日付を記入してください。）
　　着手　　　　　 年　　 月　　 日

　完了　　　　　 年　　 月　　 日

３　添付書類
□ 事業報告書（様式第４号)
□ 経費明細書（決算書）（様式第４号の２）

□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
４　助成金の振込先

	フリガナ
	

	口座名義
	

	振

込

先
	金融機関名
	
	支店

	
	種別
口座番号
	1．普通

2．当座
	
	
	
	
	
	
	


様式第４号（第６条関係）
事 業 報 告 書
１．事業の実施結果　※欄が不足する場合は別紙でも結構です。
	事業着手日　　　　　年　　月　　日から
事業完了日　　　　　年　　月　　日まで
	※1 事業着手日は、各種契約日、工事着手日など、最も早い日付を記入してください。

※2 完了日は、対象経費の最終支払日、開業日など、最も遅い日付を記入してください。

	実施時期

（いつ）
	事業項目

（何を）
	内　　容

（どのように実施したか）

	　年　 月
	
	

	　年　 月
	
	

	　年　 月
	
	

	　年　 月
	
	

	　年　 月
	
	


添付書類＜事業の実施状況を証する書類＞

□各種契約書類

□改修工事を行った場合は、工事前及び工事後の写真（工事後の写真では確認が難しい場合は、工事中の写真も添付願います）

□物品を購入した場合は、当該物品の写真（備品類は、品名、型番、年式が確認できるカタログ等を添付のこと）

□事業完了後の全体写真（内観・外観とも）
□その他、事業の実施状況が確認できる資料など

２．創業（出店）の状況
	開業日
	　　　　年　　月　　日
	店舗住所
	

	業種及び

事業内容
	
	事業形態
	□1.個人事業　
□2.会社設立（種別　　　　　）
□3.組合設立（種別　　　　　）
□4.特定非営利活動法人設立

	開業時の

従業員数
	代表者･役員　   人

従業員　   人

（従業員のうちパート・アルバイト　　 人）
	
	


様式第４号の２（第７条関係）

経 費 明 細 書（決算書）

　
助成事業期間内に支払った経費の内訳を記載してください。※欄が不足する場合は別紙でも結構です。
	費　　目
	金額（円）
	内訳・積算基礎

	助成対象経費
	建設費
	
	

	
	改修費
	
	

	
	備品購入費
	
	

	
	委託費
	
	

	
	広告宣伝費
	
	

	
	小　計
	
	→ うち助成金の交付申請額　 　　　　　　　　円

（注）左記金額の2/3以内
(1) 店舗を新築する場合:上限150万円 ※円未満の端数は切捨
(2) 空き店舗等を改修する場合:上限100万円 ※円未満の端数は切捨



	助成対象外経費
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	　
	

	
	
	　
	

	
	
	　
	

	
	小　計
	
	

	合　　計
	
	


※事業実施のために要した経費（助成対象、助成対象外を問わず）を記入願います。
　
添付書類＜支出を証する書類＞

□領収書等（日付、宛名、使途（内訳）等が明記されていること）

※領収書等は必ず原本を提出してください。（後日返却します）

□改修費の場合は、工事明細書又は見積書（支払額が１０万円以上の場合は２者以上の見積書）を添付すること。※申請時に提出した見積書の内容と変更がない場合は不要

□その他、支出の状況が確認できる資料など
